
あきた経済 2019.5 19

トピックス

１　消費税率引上げの影響見込みについて
　本年10月、消費税率が８％から10％に引き

上げられる予定であるが、企業活動にどの程度

の影響を及ぼすと想定しているのか調査時点で

の見込みを尋ねた。

　全産業では「ある」が35.4％、「ややある」が

36.2％となり、合計で71.6％の企業で何らかの

影響を想定していることがわかった（図表１）。
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最近の経営に関するトピックスについて①
　当研究所では、経営上の関心事として最近取り上げられているいくつかの項目について、各企

業の認識・取組方針等を尋ねるアンケート調査を実施した。その中から今回は、本年10月に予

定されている「消費税率引上げ」、トランプ政権による保護主義政策がもたらす「米中貿易摩擦等」

の影響について、調査結果をお知らせする。

回答企業の内訳
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（注）業種の内訳　　　卸売・小売 ：卸売業 15社、小売業 33社
　　　　　　　　　　観光 ：ホテル・旅館 ９社、旅行代理 ５社

建　　設
卸売・小売
運　　輸
観　　光
サービス

＜調査要領＞

１　調査方法　　郵送によるアンケート方式

２　調査時期　　2019年２月上旬～３月上旬

３　調査対象　　県内に事業所のある企業310社

４　回答企業数　257社（回答率82.9％）

図表２　消費税率引上げの影響見込み（業種別） （単位：％）

ある ない わからない 無回答
ある ややある あまりない ない

全産業 71.6 35.4 36.2 16.0 3.5 19.5 8.6 0.4
製造業 67.0 33.9 33.0 13.9 4.3 18.3 13.9 0.9

電子部品 50.0 16.7 33.3 11.1 16.7 27.8 16.7 5.6
機械金属 56.0 32.0 24.0 32.0 4.0 36.0 8.0 0.0
衣服縫製 80.0 40.0 40.0 0.0 0.0 0.0 20.0 0.0
木材・木製品 75.0 31.3 43.8 12.5 0.0 12.5 12.5 0.0
酒造 84.6 69.2 15.4 0.0 0.0 0.0 15.4 0.0
その他製造 69.7 30.3 39.4 12.1 3.0 15.2 15.2 0.0

非製造業 75.4 36.6 38.7 17.6 2.8 20.4 4.2 0.0
建設 61.1 16.7 44.4 30.6 0.0 30.6 8.3 0.0
卸売・小売 85.4 50.0 35.4 10.4 2.1 12.5 2.1 0.0
運輸 73.7 42.1 31.6 15.8 5.3 21.1 5.3 0.0
観光 78.6 42.9 35.7 21.4 0.0 21.4 0.0 0.0
サービス 76.0 32.0 44.0 12.0 8.0 20.0 4.0 0.0

図表１　消費税率引上げの影響見込み（全産業）

（単位：％）
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　一方、「あまりない」は16.0％、「ない」は3.5％

となった。

　業種別では、「ある」、「ややある」の合計が

「卸売・小売」で85.4％、「酒造」で84.6％、

「衣服縫製」で80.0％と割合が高くなったほ

か、すべての業種で５割以上となった（図表２）。

　一方、「ない」、「あまりない」の合計は「機械

金属」で36.0％、「建設」で30.6％と３割を超

えた。

２　米中貿易摩擦等の影響について
　米トランプ政権による保護主義的な通商政策

が世界に影響を与えており、特に米中貿易摩擦

等が懸念されるなか、調査時点で企業活動にど

の程度の影響を及ぼしているのか尋ねた。

　全産業では、「ある」が7.8％、「ややある」が

21.4％となり、合計で29.2％の企業で何らかの

影響があることがわかった（図表３）。

　一方、「あまりない」は36.6％、「ない」は

14.8％となった。また、影響の度合いをはかり

かねるとする「わからない」が18.3％となった。

　業種別では、「ある」、「ややある」の合計が「電

子部品」で66.7％と最も高く、次いで「運輸」が

57.9％、「機械金属」が44.0％となった。

 （図表４）

　一方、「ない」、「あまりない」の合計は、「卸

売・小売」で68.8％、「観光」で64.3％、「サー

ビス」で64.0％と非製造業を中心に高くなった。

 （打矢　亘）

図表４　米中貿易摩擦等の影響（業種別） （単位：％）

ある ない わからない 無回答
ある ややある あまりない ない

全産業 29.2 7.8 21.4 36.6 14.8 51.4 18.3 1.2
製造業 36.5 8.7 27.8 32.2 9.6 41.7 20.9 0.9

電子部品 66.7 11.1 55.6 11.1 0.0 11.1 16.7 5.6
機械金属 44.0 24.0 20.0 32.0 4.0 36.0 20.0 0.0
衣服縫製 10.0 0.0 10.0 40.0 20.0 60.0 30.0 0.0
木材・木製品 25.0 6.3 18.8 25.0 12.5 37.5 37.5 0.0
酒造 38.5 7.7 30.8 30.8 15.4 46.2 15.4 0.0
その他製造 27.3 0.0 27.3 45.5 12.1 57.6 15.2 0.0

非製造業 23.2 7.0 16.2 40.1 19.0 59.2 16.2 1.4
建設 16.7 2.8 13.9 47.2 13.9 61.1 19.4 2.8
卸売・小売 18.8 10.4 8.3 41.7 27.1 68.8 10.4 2.1
運輸 57.9 15.8 42.1 15.8 5.3 21.1 21.1 0.0
観光 14.3 0.0 14.3 57.2 7.1 64.3 21.4 0.0
サービス 20.0 4.0 16.0 36.0 28.0 64.0 16.0 0.0

図表3　米中貿易摩擦等の影響（全産業）

（単位：％）
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次号では、「ＴＰＰ」、「日欧ＥＰＡ」、「外国人労働者の雇用」などについての調査結果をお知らせする予定です。
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